国・地方の役割分担明確化、人材移管の仕組み整備等を求め要請書を手渡す。
　冒頭、吉澤事務局長が要請事項に対する見解を求めたのに対し、逢坂補佐官は次の通り答えた。

(1) 地域主権改革は、リストラや効率化だけが目的ではなく、究極的には国民のためのものでなくてはならない。それは、公共サービス基本法の基本理念にも共通するものである。とりわけ国の出先機関の見直しについては、民主党が掲げている補完性の原理を貫徹していく中で、国と自治体の関係や事務のあり方を見直し、その結果として国の出先機関を見直すことになると考えている。

(2) 今後の地域主権改革の進め方については、12月15日に閣議決定された「地方分権改革推進計画」において、地域主権戦略会議を中心に、地域主権改革の推進に資する諸課題について更に検討・具現化し、改革の実現に向けた工程を明らかにするとされているところである。

(3) また、これに先立ち12月14日に開催された地域主権戦略会議（第１回）では、「地域主権戦略の工程表（案）（原口プラン）」が示された。今後、この「工程表（案）」を土台にして改革の工程が検討されることとなる。

(4) こうした取組みにあたっては、公務労協の皆様方を含め関係各方面のご意見もよくお聞きしながら、「地域主権戦略会議」において検討を進めてまいりたい。

(5) 自公政権下の地方分権改革推進本部で決定された、第２次勧告を受けての「出先機関改革に係る工程表」については、「分権計画」において、言わば「上書き」され、出先機関の見直しについては「地域主権改革の推進に資する諸課題」の一つとして「更に検討・具現化」するものとされているところである。第２次勧告をそのまま鵜呑みにするものではない。

また、「人材調整準備本部」については、地域主権戦略会議を設置した11月17日の閣議決定において「地方分権改革推進本部」が廃止されたことに伴い、廃止されているが、国の出先機関の見直しに当たっては、職員の雇用の確保を前提として、人材の移管等を丁寧に進めていく必要があると考えている。

　逢坂補佐官の見解を受けて、関係構成組織の代表が次の通り要請を行った。

(1) 新政権が、新たな政策を全国展開していく上で必要な事務・事業を精査し、組合員の雇用と労働条件に十分配慮しながら検討を進めていただきたい。また、公務労協や関係組合との前広な協議を行っていただきたい。

(2) 国の出先機関の原則廃止という言葉が先に出ており、組合員は結論ありきの検討が行われるのではないかとの危惧を持っている。ぜひとも丁寧な検討と結論をお願いする。

(3) 国の出先機関見直しの検討に当たっては、財源と人員移管の問題も含めて検討していただきたい。また、国と地方との意見交換の場を設けていただきたい。

(4) 全国知事会が、国の出先機関の事業仕分けを行っていることを危惧している。まずは、事務・事業をどうするかという基本的な論議を行い、最後に組織見直しの検討を行うよう、丁寧な論議をお願いする。

(5) これまでの地方分権の検討は、国民や住民の生活にどのような影響があるのか、誰にもわからないまま進められてきた。これでは納得性がないので、見える形での議論を進めていただきたい。

　要請に対して逢坂補佐官は、「民主党の地域主権改革の基本的な考え方は、①補完性の原理を大事にすること、②自治体のことは基本的には自治体で決められること、③権限や財源はなるべく責任のあるところへ戻すこと、④主権者である住民に一番身近な市町村を重視すること、というものである。これらを念頭に置きつつ、検討に当たっては丁寧を旨として、本日の要請内容も踏まえて対応していこうと考えているので、今後もいろいろとご意見をいただきたい」と述べた。

　最後に吉澤事務局長が、「年明け以降、地域主権戦略会議などで具体的な議論が始まるが、丁寧な議論が行われるよう重ねてお願いする」と要請して、申入れ交渉を締めくくった。

